
五所川原市キャッシュレス決済等導入業務公募型プロポーザル実施要領 

 

五所川原市キャッシュレス決済等導入業務の内容並びに同業務に係る公募型プロポーザ

ルの各種手続、要件及び審査等の内容については、次のとおりとする。 

 

１ 趣旨 

本要領は、「五所川原市キャッシュレス決済等導入業務」に係る委託の相手方となる事業

者の選定にあたり、公募型プロポーザルの実施方法等の必要な事項を定める。 

 

２ 業務の概要 

（１）業務名  五所川原市キャッシュレス決済等導入業務 

（２）業務内容 別紙１「五所川原市キャッシュレス決済等導入業務委託仕様書」のとおり 

（３）履行期間 

①キャッシュレス決済機器導入業務 

契約締結の日から令和 7 年 9 月 30 日まで 

②キャッシュレス決済機器運用保守業務 

令和 7 年 10 月 1 日から令和 12 年 9 月 30 日まで 

③キャッシュレス決済に係る指定納付受託業務 

令和 7 年 10 月 1 日から令和 12 年 9 月 30 日まで 

※②、③に係る契約は地方自治法(昭和 22 年法律第 67 号)第 234 条の 3 の規定による長

期継続契約である。 

（４）委託料の上限額 

①キャッシュレス決済機器導入業務 

18,610,000 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

②キャッシュレス決済機器運用保守業務 

5,861,900 円（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

③キャッシュレス決済に係る指定納付受託業務 

3.4％（決済手数料） 

 

３ 参加資格要件 

プロポーザルに参加できる者（提案者となろうとする者）は、次に掲げる要件をいずれも

満たしている者でなければならない。 

（１）地方自治法施行令第 167 条の４第１項に規定する者に該当しないこと。 

（２）公告の日において五所川原市から指名停止の措置を受けていないこと。 

（３）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

に基づき更生又は再生手続開始の申立てがなされている者ではないこと。 



（４）国税、地方税（本店所在地の県税・市町村税）を滞納していないものであること。 

（５）次のアからカまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその全ての役員をいう。

以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第 77 号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以

下同じ。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営

に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、

直接的又は積極的に、暴力団の維持又は運営に協力し、又は関与していると認められ

るとき。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

カ 営業活動に係る必要な契約の締結に当たり、その相手方がアからオまでのいずれか

に該当することを知りながら、当該相手方と契約を締結したと認められるとき。 

（６）市区町村の発注による本事業の内容と類似の業務について、元請けとして受注し、か

つ提供サービスが稼働運用中である実績を有していること。 

 

４ スケジュール 

 内容 期間 

（１） 公募開始 令和７年６月２０日（金） 

（２） 質疑受付締切 令和７年６月２７日（金） 

（３） 質疑に対する回答 令和 7 年７月１日（火） 

（４） 参加申請受付締切 令和７年７月４日（金） 

（５） 参加資格審査結果の通知 令和 7 年 7 月 8 日（火） 

（６） 企画提案書等の提出締切 令和７年７月１８日（金） 

（７） ﾋｱﾘﾝｸﾞ･ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ審査 令和 7 年７月２８日（月） 

（８） 審査結果の通知 令和 7 年８月上旬 

 

５ 質疑・応答 

参加申請書及び企画提案書の作成について質問がある場合においては、次のとおり質問

書により提出すること。なお、電話又は口頭による質問は受け付けない。 

（１）質 問 書 様式第 1 号 

（２）提出期限 令和７年６月２７日（金）正午（必着） 



（３）提 出 先 下記 15 と同じ。 

（４）提出方法 電子メールにより提出すること。 

（５）回 答 日 令和 7 年 7 月 1 日（火） 

（６）回答方法 回答日において質問者及び参加申請書を提出している者全てに対し、電子

メールにより回答するものとする。また、五所川原市ホームページ上に当該回答内容を公

表する。 

 

６ 参加申請手続き 

（１）参加申請書の提出 

参加希望者は、次のとおり参加申請書及び資料（以下「参加申請書等」という。）を提

出すること。なお、期限までに参加申請書等を提出しない者は、当該プロポーザルへの参

加資格を失う。 

ア 提出書類 

① 参加申請書 様式第 2 号 

② 会社概要  様式第 3 号 

③ 業務実績  様式第 4 号 

④ 履歴事項全部証明書（法人登記簿謄本） 

⑤ 財務諸表 

⑥ 直近年度の国税（法人税又は所得税及び消費税）、県税・市町村税の納税証明書（滞

納がないことが確認できること。） 

※④から⑥までの書類については、本市の物品等競争入札参加資格者名簿に登載さ

れている者は提出を省略することができる。 

イ 提出期限 令和７年７月４日（金）正午（必着） 

ウ 提 出 先 下記 15 と同じ。 

エ 提出方法 持参又は郵送とする。なお、郵送の場合は、配達されたことが証明できる方

法によること。 

オ 提出部数 原本１部 

（２）参加資格の確認等 

上記３に定める参加資格要件に該当するか確認を行い、令和７年７月８日（火）までに

参加資格審査結果通知書を電子メールにより通知する。 

 

７ 説明会 

説明会は実施しないため、別紙２「企画提案書等作成要領」を熟読すること。 

 

８ 企画提案書作成方法 

参加希望者は、次に定めるところにより企画提案書を作成し、提出するものとする。 



（１）提案内容 別紙２「企画提案書等作成要領」を参照すること。 

（２）企画提案書の書式 

企画提案の提出は、次に掲げる書類を提出すること。 

ア 企画提案書等提出書  様式第 5 号 

イ 企画提案書      任意様式 

ウ 見積書及び見積内訳書 任意様式 

エ 参考決済手数料率   様式第 6 号 

（３）記入上の注意事項 別紙２「企画提案書等作成要領」を参照すること。 

（４）提出方法等 

ア 提出期限 令和７年７月１８日（金）正午（必着） 

イ 提 出 先 下記 15 と同じ 

ウ 提出方法 持参又は郵送とする。なお、郵送の場合は、配達されたことが証明できる方

法によること。 

エ 提出部数 原本１部、副本８部 

※様式第 5 号については、原本 1 部のみの提出とする。 

（５）その他 

ア 企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属するものとする。 

イ 市は、プロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必要があるときは、

提出された企画提案書等の全部又は一部の複製等をすることができるものとする。 

ウ 原本には、社名を記載し、副本には、社名や社名のわかるロゴ等を一切記載しないこ

と。 

エ 参加申請書を提出後に、プロポーザルへの参加を取り下げる場合は、企画提案書等の

提出に代わり、辞退届（様式第７号）を提出すること。 

 

９ 失格事項 

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

（１）参加資格要件を満たしていない場合 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３）実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の

条件に適合しない書類の提出があった場合 

（４）選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

 

10 審査方法及び評価基準 

（１）審査委員会の設置 

企画提案の審査、評価及び特定を行うため、五所川原市キャッシュレス決済等導入業務

プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置する。 



（２）ヒアリング・プレゼンテーションの実施 

審査委員会において、提案内容をより理解するため、企画提案書に係るヒアリング・プ

レゼンテーション（以下「ヒアリング等」という。）を次のとおり行う。なお、企画提案

者が５者以上の場合は、企画提案書の書類審査を事前に行い、審査委員会において選定さ

れた者についてのみヒアリング等を行う。 

ア 実施方法 

①１者ずつの呼び込み方式とし、１者の持ち時間は準備 10 分、説明 20 分、質疑 10

分の計 40 分とする。 

②企画提案追加資料の配付は禁止するが、提出された企画提案書と同一の図案や写

真を用いた説明用パネル等の使用は可能とする。 

③ヒアリング等で使用する資料には、提案者が推測されることがないよう配慮する

こと。 

④ヒアリング等の説明者は、補助者を含めて２名までとする。 

⑤欠席をした場合は、企画提案書の審査、評価及び特定から除外する。 

イ 実施日時及び場所 

上記６で示した、参加資格審査結果通知書により通知する。なお、ヒアリング等を行

う者を選定した場合には、別途、実施日時、実施場所及び選定結果を通知する。 

（３）審査項目及び評価基準 

別紙３「五所川原市キャッシュレス決済等導入業務プロポーザル評価基準」を参照する

こと。 

（４）候補者の特定方法 

審査委員会において、（３）の審査及び評価により、各委員の評価点の合計を加算し順

位を付け、最も評価点の高い者を、審査委員会の合議の上、候補者として特定する。ただ

し、企画提案者において、得点率が 6 割に満たない場合は候補者としない。なお、評価点

の合計が同点となる者が２者以上あるときは、審査委員会の合議により順位を決定する。 

 

11 審査結果の通知 

候補者を特定したときは、速やかに企画提案者全者に対し、電子メールにより通知するも

のとする。 

 

12 審査結果の公表 

候補者を特定したときは、次の事項を公表するものとする。 

（１）候補者 

（２）提案者全者の評価点（参加者名称は公表しない。） 

（３）候補者の特定理由 

（４）審査の経過及び審査員 



 

13 契約に関する基本事項 

（１）契約の締結 

受託予定者と当該業務について協議を行い、内容について合意の上、当該業務仕様書を

作成するものとし、その仕様書に基づく見積書を徴取し、随意契約の方法により契約を締

結する。 

（２）契約保証金 

契約金額の 100 分の５以上の金額の納付を要する。ただし、五所川原市契約事務規則

第 33 条の規定に該当する場合は免除する。 

（３）契約書作成の要否 要する。 

 

14 その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）参加申請及び企画提案に係る書類作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

（３）提出された書類は返還しない。 

（４）提出された書類は、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。 

（５）市は提出された企画提案書等について、五所川原市情報公開条例 （平成 17 年五所川

原市条例第９号）の規定による請求に基づき、第三者に開示することができるものとする。 

ただし、事業を営む上で、競争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認め

られる情報は非開示となる。 

なお、本プロポーザルの候補者特定前において、特定に影響がでる恐れがある情報につ

いては特定後の開示とする。 

（６）参加申請書の提出者が１者であった場合であっても、参加資格を有する者であれば、

プロポーザルを実施する。 

 

15 担当 

 五所川原市総務部デジタル行政推進課 担当：澁谷 

 〒037-8686 五所川原市字布屋町 41 番地 1 

 電話：0173-35-2111（内線 2122） 

 メールアドレス：densan@city.goshogawara.lg.jp 


